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宇治市大地蔵奈良町671

特定事業者の

主たる業種

該当す る事業
者要件

7京 都府地球温暖化対策条例施行規貝」第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用軍業者 (原油に映算し

戸

て1,500キロリントル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規貝」第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラックヌは
パス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150高以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規貝」第10粂 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事業
者 (二酸化炭素に推賞 して3000ト ン以上))

耳

骨十 画  期  間 平成 18 年 4 月 平成 20 年 3 月

基 本  方  針 別途参照

推 進 体 制 ]」途参照

年度 ことの具

体的な取紅及
び措置

1 8 - 1 9 事業所 別速夕照

机室効果ガス

の排 出量等 排出区分

基準年度 (冥橋)

( 17  )年 度
(こ酸化炭策張算 (t))

日科年度 (PH四,

( 19  )年 度
(こ酸化炭栞換算 〈1))

消JIFI平

(計画 )
てn/3)

A事 業所等排出区分 〕S19〈原単位 69 2t C02/n2■百万h)t 706(原 単位 671tて 02′Ⅲ2■百万h)t -300/6

B輸 送車両排出区分 t t %

cそ の他排出区分 t t %

りF出合罰 i          3皆 1?  t 2          ョ 70も t -30° /s

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

(こ酸化炭繁候寡 〔1

森林の保全及び整備 (望的面独) (吸収逮) t

府内産の本材の利用 (利用工) m' 〈削減重) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(完電量) 〈削減量) t

(熱供給泣) 6J (削減a) t

グリーン電力の購入 (麟入最) 〈削減畳) t

削減量等合Fl t

差引排出量

〈排出合=トー削減等合tl)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

水i           381? t Ⅲ2)(・Ⅲ)       370b t ―畳 0 %

竹 記  事  lET *温 室効果ガスのJF出量について
小売業の特性を活かした指標として 「営業時間 |コ2)*総営業面積(百万h)」を削減の原単位 して採用しております。

連  絡   先 担 当
芝
， 暑

担 当 者 氏 名

住 所

電
，
■
ロ 番 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号

IL〕 骸当する□に!■ レ印を記入してください。竹i司「業者以外で白主歩う0される手業者の方li レ印の記入!■不要です。

2「 基4豆年/_FJと!i科四期間の前年度を、 「目拝年度Jと は計画期間の最終年度をいいます。

9「 手繁P/rttll出区分Jと ti、京都市内の手業P7r寺の守撲活JJlのためのエネルギーの技用にl■い発生する温宣効果〃スを '怖 とキ両〕卜出区分Jと

!i 白動車逆せ1二業者については使用のネ拠の位置を京都lrf内とする車両のll出する温含効果ガスを 飲 遭」「業者についてn保有する古物車両ヌri

旅行車両の,卜出する温室劾共ガスを 「そのlt排出区分Jとは、上記以外の京都府内にぉける事業所年1/jT業'こIJlにltい房さ生する流主効果/rスをい

いまコ。
4「 特記手項Jに は、平成2年度 (1990年 度)を基4ととしたリト山述の対比やエネルギー原単位C02"は ■ 省 エネ製品開発などlL者の温主効果〃

スリト山Hl減への買は、グリーン拙章の採用 特 定フ●ンなどの粂ll指定外の温室効果ガスの“J滋などを記入してください。


